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＜概 要＞ 

 

試験研究用等原子炉施設の設置許可基準規則の要求事項を明確化するとともに、それら

要求に対する HTTR原子炉施設の適合性を示す。 
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１．基本方針 

1.1 要求事項の整理 

外部からの衝撃による損傷の防止について、設置許可基準規則第 6条の要求事項を明確化

する（表１）。 

 

表１ 設置許可基準規則第 6条 要求事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置許可基準規則 

第 6条（外部からの衝撃による損傷の防止） 
備考 

1 安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。

次項において同じ。）が発生した場合においても安全機能

を損なわないものでなければならない。 

 

 

2 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼ

すおそれがあると想定される自然現象により当該重要安

全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力

を適切に考慮したものでなければならない。 

 

3 安全施設は、工場等内又はその周辺において想定される

試験研究用等原子炉施設の安全性を損なわせる原因とな

るおそれがある事象であって人為によるもの（故意による

ものを除く。）に対して安全機能を損なわないものでなけ

ればならない。 

 



火山－3 

1.2 設置許可申請書における記載 

1.2.1 位置、構造及び設備 

 

ロ．試験研究用等原子炉施設の一般構造 

（３） その他の主要な構造 

（ｉ）原子炉施設は、（１）耐震構造、（２）耐津波構造に加え、次の基本方針のもとに

安全設計を行う。 

 

a.（外部からの衝撃による損傷の防止） 

安全施設は、原子炉施設敷地で予想される自然現象（洪水・降水、風(台風)、竜巻、

凍結、積雪、落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象、森林火災）又はその組合せ

に遭遇した場合において、自然現象そのものがもたらす環境条件及びその結果として

原子炉施設で生じ得る環境条件においても安全機能を損なわない設計とする。 

上記に加え、重要安全施設は、科学的技術的知見を踏まえ、当該重要安全施設に大

きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施設に作

用する衝撃及び設計基準事故時に生じる応力をそれぞれの因果関係及び時間的変化

を考慮して、適切に組み合わせる。 

また、安全施設は、敷地及びその周辺において想定される原子炉施設の安全性を損

なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（飛来物(航空機落下

等)、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス、船舶の衝突、電磁的障害）

に対して安全機能を損なわない設計とする。 

 想定される自然現象及び原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれが

ある事象であって人為によるものに対しては、必要に応じて設備と運用による対策を

組み合わせた措置を講じることにより、安全施設が安全機能を損なわない設計とする。

また、安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の施設又は設備等

への措置を含める。 
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1.3 設置許可申請書の添付書類における記載 

1.3.1 安全設計方針 

（１）設計方針 

1. 安全設計 

1.1 安全設計の方針 

1.1.1 安全設計の基本方針 

1.1.1.4 外部からの衝撃 

安全施設は、原子炉施設敷地で想定される洪水、風(台風)、竜巻、凍結、降水、積雪、

落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象、森林火災等の自然現象(地震及び津波を除く。)

が発生した場合においても、安全機能を損なわない設計とする。また、自然現象の組合

せにおいては、風（台風）、積雪及び火山の影響による荷重の組合せを考慮した設計とす

る。 

上記に加え、重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがある

と想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生

じる応力を適切に考慮した設計とする。 

さらに、安全施設は、原子炉施設敷地内又はその周辺において想定される飛来物(航空

機落下等)、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス、船舶の衝突、電磁的障害

等の原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為による

もの(故意によるものを除く。)に対して、安全機能を損なわない設計とする。 

 

1.2.1 高温工学試験研究炉の特徴 

安全上の重要度分類を定めるに当たり、考慮する高温工学試験研究炉の主要な特徴は、

次のとおりである。 

(1) 発電用軽水炉と比べて、原子炉の熱出力、発熱密度は低く、原子炉の炉心で蓄積

される核分裂生成物の量は少ないため、潜在的リスクは小さい。一方、水冷却型試

験研究用原子炉と比べ冷却材の温度、圧力が高いことを考慮する必要がある。 

(2) 原子炉は、セラミックス等で多重被覆した被覆燃料粒子、減速材及び構造材とし

て黒鉛、冷却材としてヘリウムガスを用いる。 

燃料は、耐熱性に優れ、燃料最高温度が 1,600℃以下ならば核分裂生成物の保持機

能が損なわれることはない。 

炉心構造物の黒鉛は、耐熱性に優れ、高温でも炉心構成材としての健全性を保つ

ことができる。 

ヘリウムガスは、化学的に不活性で構造材との化学反応はない。また、冷却材の

相変化による冷却条件の急激な変化はない。 

(3) 炉心は、発熱密度に比して大きな熱容量を有し、出力の過渡変化及び冷却能力の

異常な低下に対する炉心構成要素の温度変化が少なく、かつ、緩慢である特性を有

する。 

事故時の炉心の温度上昇は発電用軽水炉に比べると極めて緩慢であり、事故の拡
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大を防止するための処置をとる時間的余裕が大きい。 

(4) 万一、冷却材喪失時に制御棒が挿入されなくても、固有の特性により原子炉の核

出力は低下する。この場合に、炉心の強制冷却を行わなくても、原子炉圧力容器外

面からの熱除去により炉心からの残留熱除去が可能である。 

高温工学試験研究炉を用いた安全性実証試験(特殊運転として実施)によって、炉

心流量が喪失した場合に制御棒挿入操作を行わなくても、各種の制限値を上回るこ

となく、固有の特性により原子炉が安定な状態に維持されることが実証されている。 

 

1.3 重要安全施設の設定 

1.3.1 選定の基本方針 

重要安全施設は、安全機能を有する安全施設のうち特に安全機能の重要度が高いも

のであり、試験炉設置許可基準規則第 6条第 2項、第 12条第 2項及び第 28条第 1項

の要求事項を満たす設計とする。 

選定に当たっては、以下に示す高温工学試験研究炉の固有の安全性を考慮した安全

確保のために必要な機能（「止める」、「冷やす」、「閉じ込める」及び「使用済燃料冷

却」）を確保できるよう考慮する。 

① 原子炉の緊急停止機能  

② 放射性物質の閉じ込め機能（原子炉冷却材圧力バウンダリ及び周辺公衆へ過度の

被ばくを及ぼす可能性のある系統） 

③ 原子炉の停止及び放射性物質の閉じ込めの状態監視に必要な監視機能 

④ 原子炉建家使用済燃料貯蔵プールの貯蔵機能 

なお、炉心冷却機能について、高温工学試験研究炉では、炉心の形成の維持ができ

れば、原子炉の固有の安全性から自然放熱により炉心の冷却が可能である。 

 

1.3.2 第 6条に関する重要安全施設 

試験炉設置許可基準規則第 6 条第 2 項に規定されている重要安全施設(以下「第 6

条に関する重要安全施設」という。)は、試験炉設置許可基準規則の解釈に従い、「研

究炉の重要度分類の考え方」の「4.(1)自然現象に対する設計上の考慮」を参考に、

次の系統を選定する。 

① クラス 1 

② PS-2 のうち機能喪失した場合に周辺公衆へ過度の被ばくを及ぼす可能性のあ

る系統及び MS-2 のうち設計基準事故時にプラント状態を把握する機能を有す

る系統 

 

上記の系統は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される

自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力

を適切に考慮する設計とする。 

第 6条に関する重要安全施設を第 1.3.1表に示す。 
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1.9 火山事象防護 

1.9.1 火山事象防護に関する基本方針 

原子炉施設は、供用期間中に極めてまれであっても、その発生により原子炉施設に

影響を与える火山事象として「原子力発電所の火山影響評価ガイド」（以下「火山評

価ガイド」という。）(1)を参考に想定した火山事象に対して原子炉の安全性を損なわ

ない設計とする。想定する火山事象に対しては、設備と運用による対策を組合せ、安

全確保上重要な原子炉の「停止」、「冷却」、「閉じ込め」及び「使用済燃料冷却」機能

を損なわない設計とする。 

このため、火山事象に対して防護する安全機能として、高温工学試験研究炉の特徴

を考慮した原子炉の緊急停止機能、放射性物質の閉じ込め機能（原子炉冷却材圧力バ

ウンダリ及び周辺公衆に過度の被ばくを与える可能性のある系統）及びそれらに必要

な監視機能並びに使用済燃料の貯蔵機能を抽出する。 

なお、炉心冷却機能については、原子炉の停止後は原子炉の固有の安全性により、

自然放熱による炉心の冷却が可能であること、及び使用済燃料の冷却機能については、

冷却機能が喪失しても十分な時間的余裕をもって貯蔵機能が維持できることから防

護する安全機能として抽出しない。 

火山事象から防護する施設（以下「火山防護施設」という。）は、「第 1．2 安全機

能の重要度分類」に示すクラス 1及びクラス 2に属する構築物、系統及び機器のうち、

防護する安全機能を有するものとして第 1.3.1表に示す重要安全施設並びに使用済燃

料貯蔵建家の貯蔵セル及び貯蔵ラックを選定し、火山事象の影響を評価し、安全機能

を損なわない設計とする。評価に当たっては、火山防護施設を内包する原子炉建家及

び使用済燃料貯蔵建家を対象とする。 

火山事象に対しては、火山の噴火及び降灰予報に係る情報を気象庁の発表等により

入手し、火山の噴火情報を確認し降灰予報による降灰の到達範囲に敷地が含まれる場

合には、原子炉施設に影響が及ぶ前に原子炉の停止操作を講じるとともに、停止後の

状態及び使用済燃料の冷却の状態を監視する。これらの状態の監視に必要な電源は、

火山防護施設である直流電源設備の蓄電池から供給する設計とし、さらに蓄電池の枯

渇後(60分以降)は、可搬型計器、可搬型発電機等を用いて、商用電源が復旧するまで

の間、必要な監視を継続して行う。 

火山防護施設以外のクラス 2及びクラス 3に属する構築物、系統及び機器は、火山

による損傷を受けたとしても原子炉は安全に停止・維持でき、また放射性物質の閉じ

込め及び使用済燃料の貯蔵は確保できることから、火山事象による影響を評価する対

象とせず、代替措置や修復等の対応により必要な機能を確保する。 

 

1.9.2 火山事象の影響に対する設計方針 

火山評価ガイド(1)を参考に将来の活動可能性が否定できない火山について、原子炉

施設に影響を及ぼし得る火山事象を抽出した結果、該当する火山事象は降下火砕物の

みである。 
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火山防護施設は、降下火砕物による影響に対して、原子炉建家及び使用済燃料貯蔵

建家を外殻として防護することにより安全機能を損なわない設計とする。このため、

原子炉建家及び使用済燃料貯蔵建家は、想定する降下火砕物の層厚 50cm（湿潤密度

1.5g/cm3）の荷重に加え、常時作用する荷重及び自然現象（積雪、風）の荷重を適切

に組み合わせた荷重に耐える設計とする。なお、降下火砕物の降灰と設計基準事故が

同時に発生する頻度は低いことから、降下火砕物による荷重と設計基準事故時荷重と

の組合せは考慮しない。 

降下火砕物により施設に影響が及ぶおそれがある場合には、原子炉の停止、換気系

の停止、建家屋根に堆積した降下火砕物の除去作業等の必要な措置を行う。また、降

下火砕物により商用電源が喪失し、さらに、非常用発電機による給電も期待できない

場合は、直流電源設備の蓄電池による電源供給により、原子炉停止後の状態及び使用

済燃料冷却の状態を監視する。さらに、蓄電池の枯渇後(60分以降)は、商用電源が復

旧するまでの間、可搬型計器、可搬型発電機等を用いて、原子炉圧力容器上鏡温度、

補助冷却器出口ヘリウム圧力、貯蔵プール水位等の必要な監視を継続して行う措置を

講じる。可搬型計器、ケーブル等は外殻として防護する原子炉建家内の 2箇所に各 1

式を分散して保管する。また、可搬型発電機は原子炉建家外の 2箇所に各 1式を分散

して保管し、降下火砕物により施設に影響が及ぶ前に原子炉建家内に搬入する。これ

らのことにより、監視に必要な資機材を降下火砕物の影響から防護する。 

 

1.9.3 参考文献 

(1)「原子力発電所の火山影響評価ガイド」（平成 25年 6月 原子力規制委員会） 
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第 1.3.1 表 第 6 条に関する重要安全施設 

 

No. 安全機能 構築物・系統・機器 

1 原子炉冷却材圧力バウンダリ 
原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器

配管系 

2 過剰反応度の印加防止 スタンドパイプ、スタンドパイプクロージャ 

3 炉心の形成 
炉心構成要素、炉心支持鋼構造物、炉心支持黒

鉛構造物 

4 放射性物質の貯蔵 使用済燃料貯蔵設備の貯蔵プール、貯蔵ラック 

5 1 次冷却材の内蔵 

1 次ヘリウム純化設備(原子炉冷却材圧力バウ

ンダリとの接続部から原子炉格納容器外側

隔離弁までの範囲) 

6 
実験・照射の関連機能 

(核分裂生成物の放散防止) 
実験設備の一部 

7 原子炉の緊急停止、未臨界維持 制御棒系 

8 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止 1 次冷却設備の安全弁 

9 原子炉停止系への起動信号の発生 安全保護系(停止系) 

10 安全上特に重要な関連機能 中央制御室 

11 事故時のプラント状態の把握 事故時監視計器の一部 

12 

安全上特に重要な関連機能 

直流電源設備 

13 安全保護系用交流無停電電源装置 
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（２）適合性 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適合のための設計方針 

1 について 

安全施設は、以下のとおり構造物及び機器の条件を設定し、地震及び津波以外の想定

される自然現象によって原子炉施設の安全性が損なわれないようにする。 

(6) 火山の影響 

火山防護施設は、降下火砕物による影響に対して、原子炉建家及び使用済燃料貯蔵

建家を外殻として防護することにより安全機能を損なわない設計とする。このため、

原子炉建家及び使用済燃料貯蔵建家は、想定する降下火砕物の層厚 50cm（湿潤密度

1.5g/cm3）の荷重に加え、常時作用する荷重及び自然現象（積雪、風）の荷重を適切

に組み合わせた荷重に耐える設計とする。また、降下火砕物の降灰と設計基準事故が

同時に発生する頻度は低いことから、設計基準事故時荷重と降下火砕物との組合せは

考慮しない。 

降下火砕物により施設に影響が及ぶおそれがある場合には、原子炉の停止、換気系

の停止、建家屋根に堆積した降下火砕物の除去作業等の必要な措置を行う。 

 

2 について 

原子炉施設のうち、次に示す重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼ

すおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計

基準事故時に生じる応力をそれぞれの因果関係及び時間的変化を考慮して、適切に組み

合わせる設計とする。 

 

(1) クラス 1 

(2) PS-2 のうち機能喪失した場合に周辺公衆へ過度の被ばくを及ぼす可能性のある

系統及び MS-2 のうち設計基準事故時にプラント状態を把握する機能を有する系統 

 

第六条 安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発

生した場合においても安全機能を損なわないものでなければならない。 

2 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然

現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に考

慮したものでなければならない。 

3 安全施設は、工場等内又はその周辺において想定される試験研究用等原子炉施設の安全性

を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除

く。）に対して安全機能を損なわないものでなければならない。 
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重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象は、第 1 項に

おいて選定した自然現象に含まれる。ＨＴＴＲでは、重要安全施設は全て原子炉建家内

に内包されており、自然現象に対しては建家を外殻として防護する設計としている。こ

のため、自然現象の衝撃が重要安全施設に作用することはない。また、設計基準事故時

に建家の健全性に影響を与える有意な応力が生じることもない。 

このことから、自然現象により重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生

じる応力を組み合わせる必要はなく、重要安全施設は、個々の自然現象に対して、安全

機能を損なわない設計とする。 
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1.3.2 気象等 

 

8. 火  山（ＨＴＴＲ） 

8.1 検討の基本方針  

自然現象に対する設計上の考慮として、想定される自然現象が発生した場合においても安

全機能を損なわないことを確認するため、試験研究炉の運用期間における火山影響評価を実

施する。  

初めに立地評価として施設に影響を及ぼし得る火山の抽出を行い、抽出された火山を対象

に設計対応不可能な火山事象が試験研究炉の運用期間中に影響を及ぼす可能性について評

価を行う。次に影響評価として、試験研究炉の安全性に影響を与える可能性のある火山事象

について評価を行う。 

 

8.2 施設に影響を及ぼし得る火山の抽出  

8.2.1 地理的領域内の第四紀火山  

敷地の地理的領域（半径 160kmの範囲）に対して、「日本の火山（第 3版）」（中野他（2013）

（１））、「第四紀火山岩体・貫入岩体デ－タベ－ス Ver.1.00」西来他（2016）（２））、「海域火山

デ－タベ－ス」（海上保安庁海洋情報部（2013）（３））、「日本活火山総覧（第 4版）」（気象庁

編（2013）（４））及び「日本の第四紀火山カタログ」（第四紀火山カタログ委員会編（1999）（５））

を参照して 30の第四紀火山（第 8.2－1図）を抽出した。 

 

8.2.2 完新世に活動を行った火山 

第四紀火山のうち完新世に活動を行った火山は、高原山
たかはらやま

、那須
な す

岳
だけ

、男体
なんたい

･
・

女
にょ

峰
ほう

火山群
か ざ んぐ ん

、日光
にっこう

白根山
し ら ねさ ん

、赤城山
あ か ぎさ ん

、燧
ひうち

ヶ
が

岳
たけ

、安達太良山
あ だ た ら や ま

、磐梯山
ばんだいさん

、榛名山
は る なさ ん

及び沼沢
ぬまざわ

であり、これらの 10火山

を完新世に活動を行った火山として抽出した。各火山の形式、活動年代及び最後の活動から

の経過期間等を第 8.2－1表に示す。 

 

8.2.2.1 高原山 

高原山は、栃木県日光
にっこう

市北部に位置する第四紀火山であり、成層火山と溶岩ド－ムで構成

される。敷地からの距離は約 98kmである。活動年代は、約 30 万年前～約 6500 年前とされ

ている（西来他（2016）（２））。高原山の活動履歴については鈴木（1993）（６）、井上他（1994）

（７）、奥野他（1997）（８）、山元（2012）（９）、弦巻（2012）（１０）、山元（2013a）（１１）及び中野

他（2013）（１）を参照した。 

高原山は、井上他（1994）（７）等によれば第３期から第７期に区分され、奥野他（1997）（８）

等によれば約 6500年前には（マグマ）水蒸気噴火が発生したとされる。 

完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.2 那須岳 

那須岳は、栃木県・福島県境付近に位置する第四紀火山であり、成層火山で構成される。

敷地からの距離は約 108kmである。活動年代は、約 50万年前以降で、最新噴火は 1963年と
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されている（西来他（2016）（２））。那須岳の活動履歴の評価に当たっては鈴木（1992）（１２）、

伴・高岡（1995）（１３）、山元（1997）（１４）、山元（2012）（９）、中野他（2013）（１）、気象庁編

（2013）（４）及び産業技術総合研究所地質調査総合センタ－編（2014）（１５）を参照した。 

那須岳は、南月山
みなみがっさん

、茶
ちゃ

臼
うす

岳
だけ

、朝日岳
あ さ ひだ け

、三本槍岳
さんぼんやりたけ

、甲
かっ

子
し

旭
あさひ

岳
だけ

、二岐山
ふたまたやま

の成層火山の集合体

である（伴・高岡（1995）（１３））。最新活動期の茶臼岳は、山元（2012）（９）、山元（1997）（１

４）等によれば約 1.9 万年前以降に活動し、1963年には水蒸気噴火が発生したとされる。 

完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.3 男体・女峰火山群 

男体・女峰火山群は、栃木県日光市に位置する第四紀火山であり、成層火山と溶岩ド－ム

で構成される。敷地からの距離は約 110km である。活動年代は、約 90 万年前以降で、最新

の噴火は約 7000年前（男体山）とされている（西来他（2016）（２））。男体・女峰火山群の活

動履歴の評価に当たっては村本（1992）（１６）、鈴木他（1994）（１７）、佐々木（1994）（１８）、第

四紀火山カタログ委員会編（1999）（５）、山元（2013a）（１１）、中野他（2013）（１）及び石崎他

（2014）（１９）を参照した。 

男体・女峰火山群は、女峰赤薙
にょほうあかなぎ

火山、日光溶岩ド－ム群、男体火山、三
み

ツ
つ

岳
だけ

火山により構

成され、最新活動期である男体火山は 2.4 万年前から活動し（山元（2013a）（１１））、7 千年

前にはマグマ水蒸気噴火が発生したとされる。 

完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.4 日光白根山 

日光白根山は、栃木県・群馬県境に位置する第四紀火山であり、溶岩流、小型楯状火山及

び溶岩ド－ムで構成される。敷地からの距離は約 120kmである。活動年代は約 2万年前以降

で、最新噴火は 1890 年とされている（西来他（2016）(２））。日光白根山の活動履歴の評価に

当たっては奥野他（1993）（２０）、佐々木他（1993）（２１）、鈴木他（1994）（１７）、高橋他（1995）

（２２）、第四紀火山カタログ委員会編（1999）（５）、中野他（2013）（１）、気象庁編（2013）（４）

及び産業技術総合研究所地質調査総合センタ－編（2014）（１５）を参照した。 

日光白根山の活動は新期と古期に区分され、約 2万年前以降～1890年に活動したとされる

（奥野他（1993）（２０）等）。また、確認されている有史時代以降の活動は、全て水蒸気噴火

であるとされる（佐々木他（1993）（２１））。 

完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.5 赤城山 

赤城山は、群馬県前橋市北部に位置する第四紀火山であり、複成火山－カルデラ、溶岩ド

－ムで構成される。敷地からの距離は約 126kmである。活動年代については、30万年前より

古くから活動し、最新噴火は 1251年とされている（西来他（2016）（２））。赤城山の活動履歴

の評価に当たっては大森編（1986）（２３）、鈴木（1990）（２４）、富田他（1994）（２５）、宇井編（1997）

（２６）、青木他（2008）（２７）、高橋他（2012）（２８）、及川（2012）（２９）、山元（2014a）（３０）、山
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元（2014b）（３１）、山元（2016）（３２）、気象庁編（2013）（４）及び産業技術総合研究所地質調査

総合センタ－編（2014）（１５）を参照した。 

赤城山の活動は中央火口丘形成期、新期成層火山形成期、古期成層火山形成期に分けられ

る。最新活動期の中央火口丘形成期は 4.4 万年前に開始され、最新の噴火は 1251 年噴火で

あり、この噴火による降下火砕物が確認されている（山元（2014a）（３０）、青木他（2008）（２

７）、及川（2012）（２９）、峰岸（2003）（３３））。一方で、早川（1999）（３４）によれば、1251 年噴

火に対応する堆積物は確認されておらず、1251 年噴火の根拠とされる吾妻
あ づ ま

鏡
かがみ

の記録は、噴

火ではなく山火事の記録である可能性が指摘されている。しかし及川（2012）（２９）、峰岸（2003）

（３３）では、1251 年の水蒸気噴火による堆積物の可能性がある火山灰層が認められ、同時期

の噴火を記録した別の歴史記録も報告されている。 

完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.6 燧ヶ岳 

燧ヶ岳は、福島県檜枝岐
ひ の えま た

村に位置する第四紀火山であり、成層火山で構成される。敷地か

らの距離は約 136kmである。活動年代は約 16 万年前以降で、最新噴火は 1544年とされてい

る（西来他（2016）（２））。燧ヶ岳の活動履歴の評価に当たっては早川他（1997）（３５）、山元（1999）

（３６）、山元（2012）（９）、中野他（2013）（１）、気象庁編（2013）（４）及び産業技術総合研究所

地質調査総合センタ－編（2014）（１５）を参照した。 

燧ヶ岳は、燧ヶ岳七入
ひうちがたけなないり

テフラ等の噴出から活動を開始したとされ、460 年前には御池
み い け

岳
だけ

溶

岩ド－ムを形成したとされる（山元（2012）（９）、早川他（1997）（３５）等）。最新の噴火は、

1544年の水蒸気噴火である。 

完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.7 安達太良山 

安達太良山は、福島県郡山
こおりやま

市北部に位置する第四紀火山であり、複成火山と溶岩ド－ム

で構成される。敷地からの距離は約 153km である。活動年代は約 55 万年前～1900 年とされ

ている（西来他（2016）（２））。安達太良山の活動履歴の評価に当たっては第四紀火山カタロ

グ委員会編（1999）（５）、山元・阪口（2000）（３７）、藤縄他（2001）（３８）、藤縄・鎌田（2005）

（３９）、長谷川他（2011）（４０）、中野他（2013）（１）、気象庁編（2013）（４）及び産業技術総合研

究所地質調査総合センタ－編（2014）（１５）を参照した。 

安達太良山の活動は早期、ステ－ジ 1、ステ－ジ 2、ステ－ジ 3 に区分され、ステ－ジ 1

は 55万年前から活動し、最新活動期であるステ－ジ 3は約 25万年前から活動したとされる

（藤縄他（2001）（３８）等）。最新の噴火は、1900 年にマグマ水蒸気噴火が発生した（山元・

阪口（2000）（３７）等）。 

完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.8 磐梯山 

磐梯山は、福島県耶麻
や ま

郡北東部に位置する第四紀火山であり、複成火山である。敷地から
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の距離は約 154kmである。活動年代は約 70万年前～1888年とされている（西来他（2016）（２））。

磐梯山の活動履歴の評価に当たっては三村（1994）（４１）、三村・中村（1995）（４２）、梅田他（1999）

（４３）、長谷川他（2011）（４０）、山元（2012）（９）、中野他（2013）（１）、気象庁編（2013）（４）

及び産業技術総合研究所地質調査総合センタ－編（2014）（１５）を参照した。 

磐梯山は先磐梯火山、古磐梯火山、磐梯火山に区分され、約 70 万年前から活動を開始し

たとされる（山元（2012）（９）、三村（1994）（４１）等）。また、最新活動期である磐梯火山は 8

万年前から活動し、最新の噴火である 1888 年の噴火では、水蒸気噴火に伴う山体崩壊によ

る岩屑なだれ、火砕サ－ジ等が発生した（長谷川他（2011）（４０）等）。 

完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.9 榛名山 

榛名山は、群馬県高崎
たかさき

市に位置する第四紀火山であり、成層火山－カルデラ、溶岩ド－ム

及び火砕丘で構成される。敷地からの距離は約 154km である。活動年代は約 50 万年前以降

で、最新噴火は 6世紀後半～7世紀初頭とされている（西来他（2016）（２））。   

榛名山の活動履歴の評価に当たっては（大森編（1986）（２３）、Soda（1996）（４４）、第四紀火

山カタログ委員会編（1999）（５）、下司（2013）（４５）、山元（2013a）（１１）、中野他（2013）（１）、

気象庁編（2013）（４）及び産業技術総合研究所地質調査総合センタ－編（2014）（１５））を参照

した。 

榛名山は古期榛名火山、新期榛名火山に区分される（下司（2013）（４５）等）。最新の噴火

では、プリニ－式噴火により降下火砕物、火砕流として榛名
は る な

二ツ岳
に つ だ け

伊香保
い か ほ

テフラが噴出した

とされる（山元（2013a）（１１））。 

完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.10 沼沢 

沼沢は、福島県金山
かねやま

町に位置する第四紀火山であり、溶岩ド－ム、カルデラで構成される。

敷地からの距離は約 157km である。活動年代は約 11 万年前〜約 5400 年前（西来他（2016）

（２））である。沼沢の活動履歴の評価に当たっては山元（1995）（４７）、山元（2003）（４８）、山

元（2012）（９）、中野他（2013）（１）を参照した。 

沼沢は 11万年前～約 5400年前に活動し、沼沢
ぬまざわ

芝原
しばはら

テフラ、惣山
そうざん

溶岩ド－ム、沼沢前山溶

岩ド－ム、沼沢
ぬまざわ

湖
こ

テフラ等を噴出したとされる。最新の活動である沼沢湖テフラの噴出に伴

ってカルデラが形成された（山元（2003）（４８）、（2012）（９）等）。 

完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.3 完新世に活動を行っていない火山のうち将来の火山活動可能性が否定できない火山 

完新世に活動を行っていない 20 の火山のうち、最後の活動終了からの期間が、全活動期

間もしくは過去の最大休止期間より短いとみなされる場合は、将来の活動可能性が否定でき

ないと判断し、その結果、子持山
こ も ちや ま

と笹森山
ささもりやま

の 2火山を将来の活動可能性が否定できない火山

として抽出した。各火山の形式、活動年代及び最後の活動からの経過期間等を第 8.2－1 表
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に示す。 

 

8.2.3.1 子持山 

子持山は、群馬県沼田
ぬ ま た

市・渋川
しぶかわ

市境に位置する第四紀火山であり、複成火山と溶岩ド－ム

で構成される。敷地からの距離は約 144kmである。活動年代は約 90万年前〜約 20万年前と

されている（中野他（2013）（１））。子持山の活動履歴の評価に当たっては飯塚（1996）（４９）

と中野他（2013）（１）を参照した。 

子持山の活動は、綾戸活動期、前期子持火山活動期、後期子持火山活動期に区分される。

また、綾戸活動期と前期子持火山活動期の間に少なくとも約 30 万年間の休止期があったと

される（飯塚（1996）（４９）及び中野他（2013）（１））。 

全活動期間よりも最後の活動終了からの期間が短い火山であり、施設に影響を及ぼし得る

火山として抽出した。 

 

8.2.3.2 笹森山 

笹森山は、福島県福島市南西部に位置する第四紀火山であり、複成火山である可能性があ

る。敷地からの距離は約 154kmである。活動年代は約 370万年前〜約 180万年前とされてい

る（西来他（2016）（２）、山元（2015）（５２））。笹森山の活動履歴の評価に当たっては阪口（1995）

（５０）、第四紀火山カタログ委員会編（1999）（５）、長橋他（2004）（５１）、中野他（2013）（１）、

山元（2015）（５２）を参照した。 

笹森山は笹森山安山岩と蓬莱
ほうらい

火砕流からなるとされ、最新の噴火活動は、最末期の蓬莱火

砕流から 1.9Ma～1.8Maのフィッショントラック年代が報告されている（山元（2015）（５２））。 

全活動期間よりも最後の活動終了からの期間が短い火山であり、施設に影響を及ぼし得る

火山として抽出した。 

 

8.2.4 将来の活動可能性が否定できない火山の抽出 

地理的領域内に分布する第四紀火山について、「完新世に活動を行った火山」及び「完新

世に活動を行っていない火山のうち将来の火山活動可能性が否定できない火山」を評価し、

施設に影響を及ぼし得る火山として、高原山、那須岳、男体･女峰火山群、日光白根山、赤

城山、燧ヶ岳、子持山、安達太良山、磐梯山、榛名山、笹森山及び沼沢の 12 火山を抽出し

た。 

一方、残りの 18火山については、最後の活動終了からの期間が全活動期間より長い火山、

若しくは最後の活動終了からの期間が過去の最大休止期間より長い火山であることから、将

来の活動可能性のない火山として評価した。 

 

8.3 抽出された火山の火山活動に関する個別評価 

施設に影響を及ぼし得る火山（12火山）について、活動履歴に関する文献調査により、評

価の対象となる設計対応不可能な火山事象の顕著な発生実績及び過去最大規模の噴火によ

る火山噴出物の敷地への到達可能性について第 8.3－1表に整理した。 
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火砕物密度流については、各火山の過去最大規模の火砕物密度流の分布から到達可能性範

囲を検討した。まず、高原山と日光白根山については、活動履歴上、噴出物は溶岩及び火砕

物が主であり、火砕物密度流の発生は認められない。それ以外の火山については、過去最大

規模の火砕物密度流の分布はいずれも山体周辺に限られ、敷地周辺までの到達は認められな

い（第 8.3－1 図、第 8.3－2 図）。また、溶岩流、岩屑なだれ、地滑り及び斜面崩壊につい

ては、施設に影響を及ぼし得る火山（12火山）のうち敷地に最も近い高原山でも敷地から約

98kmと十分離れている。したがって、これらの火山事象が敷地に到達する可能性は十分に小

さいと判断される。  

新しい火口の開口及び地殻変動については、敷地は、火山フロントより前弧側（東方）に

位置すること、敷地周辺では火成活動は確認されていないことから、これらの火山事象が敷

地において発生する可能性は十分に小さいと判断される。 

以上のことから、施設に影響を及ぼし得る火山（12火山）については過去最大規模の噴火

を想定しても設計対応不可能な火山事象が施設に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと評

価し、火山活動のモニタリングは不要と判断した。 

 

8.4 火山事象の影響評価 

施設に影響を及ぼし得る火山（12火山）について、試験研究炉の運用期間中における活動

可能性と規模を考慮し、施設の安全性に影響を与える可能性について検討した。 

なお、降下火砕物については、地理的領域外の火山も含めてその影響を評価した。 

 

8.4.1 降下火砕物 

8.4.1.1 層厚に関する評価 

町田・新井（2011）（５３）、山元（2013a）（１１）等に基づき、敷地周辺に分布が確認または推

定される降下火砕物を抽出した。そのうち、噴出源が同定できる降下火砕物については、当

該火山の将来の噴火の可能性について噴火履歴等から検討した。一方、噴出源が同定できな

い降下火砕物については、その堆積状況より検討した。敷地周辺で分布が推定される主な降

下火砕物の噴出源と敷地の距離、敷地での層厚、噴火規模、試験研究炉の運用期間中におけ

る同規模の噴火の可能性の有無について、文献調査の結果の整理を第 8.4－1 表に示し、試

験研究炉の運用期間中に同規模の噴火の可能性のある降下火砕物の分布を第 8.4－1 図に示

す。 

(1) 噴出源を同定できる降下火砕物の同規模噴火の可能性 

ａ．満美
ま み

穴
あな

テフラ、日光
にっこう

早乙女
そ お と め

テフラ、日光
にっこう

行
なめ

川
かわ

テフラ、日光
にっこう

矢板
や い た

テフラ（男体・女峰火

山群） 

満美穴テフラ、日光早乙女テフラ、日光行川テフラ及び日光矢板テフラは男体女峰火

山群を噴出源とし、それぞれ約 10 万年前、約 13 万年前、約 14 万年前に噴出したとさ

れる（山元（2012）（９））。   

佐々木（1994）（１８）によれば、男体・女峰火山群において、約 60 万年前から約 7 万

年前までは女峰赤薙火山が活動し、日光溶岩ド－ム群の活動を経て、約 2万年前以降に
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男体火山、三ツ岳火山、日光白根火山が活動したとされる。 

上記を踏まえると、満美穴テフラ、日光早乙女テフラ、日光行川テフラ及び日光矢板

テフラが噴出されたのは女峰赤薙火山の活動期であり、現在の活動は男体火山の活動期

であると考えられる。 

以上のことから、試験研究炉の運用期間中における満美穴テフラ、日光早乙女テフラ、

日光行川テフラ及び日光矢板テフラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断

される。 

ｂ．真岡
も お か

テフラ（飯士山
い い じさ ん

） 

真岡テフラは飯士山を噴出源とし、約 22 万年前に噴出したとされる（山元（2013a）

（１１））。 

西来他（2016）（２）、中野他（2013）（１）、赤石・梅田（2002）（５４）によれば、飯士山の

活動形式は成層火山であり、その活動年代は約 30万年前～約 20 万年前とされている。 

上記を踏まえると、全活動期間よりも最後の活動終了からの期間が長いことから、飯

士山は将来の活動可能性はない火山と判断される。 

以上のことから、試験研究炉の運用期間中における真岡テフラと同規模噴火の発生可

能性は十分に小さいと判断される。 

c．立川
たちかわ

ロ－ム上部
じょうぶ

ガラス質
しつ

テフラ、浅間板
あ さ まい た

鼻
はな

黄色
おうしょく

テフラ（浅間山） 

立川ロ－ム上部ガラス質テフラは約 1.5 万年前～約 1.6万年前に、浅間板鼻黄色テフ

ラは約 1.5 万年前～約 1.65 万年前に、浅間山を噴出源として噴出した広域テフラであ

る（町田・新井（2011）（５３））。 

高橋他（2013）（５５）によれば、浅間山の活動は、黒
くろ

斑
ふ

火山、仏岩
ほとけいわ

火山、前掛
まえかけ

火山に区

分される。高橋・安井（2013）（５６）によれば、最新活動期である前掛火山は約 1 万年前

（山元（2014b）（３１）)から活動を開始したとされる。 

山元（2014b）（３１）によれば、立川ロ－ム上部ガラス質テフラ及び浅間板鼻黄色テフラ

は仏岩火山の活動であり、現在は前掛火山の活動となっており、2015年にはごく小規模

な噴火が発生し、微量の降灰が確認された（気象庁（2015）（５７））。 

なお、現在の活動での最大規模の噴火は、浅間
あ さ ま

Ｂテフラであるが、敷地周辺（半径約

30km以内）で確認または分布は推定されない。 

以上のことから、試験研究炉の運用期間中における立川ローム上部ガラス質テフラ及

び浅間板鼻黄色テフラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

d．箱根
は こ ね

東京
とうきょう

テフラ、箱根
は こ ね

吉沢
きっさわ

下部
か ぶ

７テフラ（箱根火山群） 

箱根東京テフラは約 6.6 万年前に、箱根吉沢下部 7 テフラは約 12.8 万年前～約 13.2

万年前の間に、箱根火山群を噴出源として噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）

（５３））。 

長井・高橋（2008）（５８）によれば、箱根火山群の活動は、初期の陸上火山活動である

ステージ１、玄武岩～安山岩質成層火山群形成期のステージ２、安山岩質成層火山群及

び独立単成火山群形成期のステージ３、カルデラ及び単成火山群形成期のステージ４、

前期中央火口丘形成期のステージ５、爆発的噴火期のステージ６、後期中央火口丘形成
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期のステージ７に区分される。 

山元（2014b）（３１）によれば、箱根東京テフラは爆発的噴火を主体としていたステ－ジ

６、箱根吉沢下部７テフラはステ－ジ５で発生した降下火砕物である。現在は中央火口

丘での溶岩ド－ムの活動であるステ－ジ 7であり、顕著な降下火砕物の発生は確認され

ない。 

以上のことから、試験研究炉の運用期間中における箱根東京テフラ及び箱根吉沢下部

７テフラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

e．飯
いい

縄
づな

上
かみ

樽
たる

aテフラ（飯縄
いいづな

山） 

飯縄上樽 aテフラは、約 13万年前に飯縄山を噴出源として噴出したテフラである（町

田・新井（2011）（５３））。 

飯縄山は、第Ⅰ活動期と第Ⅱ活動期の 2 つの活動期間に大別され、第Ⅰ活動期は、約

34 万年前ごろ、第Ⅱ活動期は約 20 万年前にはじまり、飯縄上樽 a テフラは第Ⅱ活動期

に発生した（早津他（2008）（５９））。早津他（2008）（５９）によれば、飯縄山は妙
みょう

高
こう

火山

群を構成する火山の 1つであり、その活動は玄武岩質マグマによって開始し、デイサイ

ト質マグマの活動によって終わるとされ、飯縄山の第Ⅱ活動期においても、噴出するマ

グマの性質が玄武岩質から安山岩質、安山岩質からデイサイト質へと変化したとされる。

また、第Ⅱ活動期は、飯縄上樽 aテフラ噴出後の活動である溶岩ド－ム群の活動を最後

に急速に衰退し、約 6万年前の水蒸気爆発の発生以降、噴火の痕跡は確認されず、噴気

活動や高温の温泉の湧出等は全く認められないことから、現在、火山活動は完全に停止

状態にあると考えられている （早津他（2008）（５９））。 

以上のことから、試験研究炉の運用期間中における飯縄上樽 a テフラと同規模噴火の

発生可能性は十分に小さいと判断される。 

f．御嶽
おんたけ

第１テフラ（御嶽山） 

御嶽第１テフラは、約 9.5万年前～約 10万年前に御嶽山を噴出源として噴出した広域

テフラである（町田・新井（2011）（５３））。 

御嶽山の活動は、山元（2014b）（３１）、及川他（2014）（６０）によれば、古期御嶽火山と

新期御嶽火山に分けられ、現在は新期御嶽火山の活動期であり、御嶽第１テフラは約 10

万年前に発生したとされる。また、木村（1993）（６１）によれば、新期御嶽火山の活動は

3つのステ－ジに分けられ、御嶽第 1テフラをもたらした噴火が発生したステ－ジはＯ1

ステ－ジ（デイサイト－流紋岩質のプリニ－式噴火と、カルデラ陥没及び溶岩ド－ムの

形成）であり、現在は山頂付近の小円錐火山群の形成期であるＯ３ステ－ジで、約 2万

年前以降は水蒸気噴火を中心とした活動であるとされる。 

なお、及川他（2014）（６０）によれば、過去 1 万年以内に少なくとも 4 回のマグマ噴火

が確認されている。 

以上のことから、試験研究炉の運用期間中における御嶽第１テフラと同規模噴火の発

生可能性は十分に小さいと判断される。 

g．谷口
たにぐち

テフラ、大峰
おおみね

テフラ（爺ヶ岳
じ い がだ け

）、恵比須
え び す

峠
とうげ

福田
ふ く だ

テフラ、丹生川
に ゅ うか わ

テフラ（穂
ほ

高岳
たかだけ

） 

谷口テフラ及び大峰テフラの噴出源である爺ヶ岳、並びに恵比須峠福田テフラ及び丹
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生川テフラの噴出源である穂高岳はいずれも飛騨山脈に位置する第四紀火山である（及

川（2003）（６２））。 

及川（2003）（６２）によれば、飛騨山脈での火成活動は StageⅠ～Ⅲの 3 つの活動期に

区分され、谷口テフラ、大峰テフラ、恵比須峠福田テフラ、丹生川テフラを発生させた

時期はいずれも StageⅠ（2.5Ma～1.5Ma）である。 

現在の活動期は StageⅢ（0.8Ma〜0Ma）であり、東西圧縮応力場のもとで、成層火山

形成を主体とした活動が継続していることから、飛騨山脈において StageⅠで発生した

大規模な噴火の発生可能性は十分に小さいと考えられる。 

以上のことから、試験研究炉の運用期間中において谷口テフラ、大峰テフラ、恵比須

峠福田テフラ、丹生川テフラと同規模の噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

h．大町
おおまち

Ａｐｍテフラ群（樅沢
もみさわ

岳
だけ

） 

大町Ａｐｍテフラ群は、樅沢岳を噴出源として噴出した広域テフラ群である（町田・

新井（2011）（５３））。 

西来他（2016）（２）、中野他（2013）（１）、原山（1990）（６３）、町田・新井（2011）（５３）

等によれば、火山の活動形式は火砕流であり、その活動年代は約 40万年～約 30万年前

とされている。 

上記を踏まえると、樅沢岳は全活動期間より、最後の活動終了からの期間が長いこと

から、将来の活動可能性はないと判断される。 

以上のことから、試験研究炉の運用期間中における大町Ａｐｍテフラ群と同規模噴火

の可能性は十分に小さいと判断される。 

i．貝塩
かいしょ

上宝
かみたから

テフラ（上宝） 

貝塩上宝テフラは、上宝を噴出源として噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）

（５３））。 

西来他（2016）（２）、中野他（2013）（１）によれば、火山の活動形式は火砕流であり、そ

の活動期間は約 60 万年前とされている。 また、鈴木（2000）（６４）等によれば、約 62

万年前から約 60 万年前の間に大規模な噴火が発生し、貝塩給源火道から上宝火砕流及

び貝塩上宝テフラが噴出したとされる。上記を踏まえると、全活動期間よりも最後の活

動終了からの期間が長いことから、将来の活動可能性はないと判断される。 

以上のことから、試験研究炉の運用期間中における貝塩上宝テフラと同規模噴火の可

能性は十分に小さいと判断される。 

j．玉川
たまがわ

Ｒ４テフラ（玉川カルデラ） 

玉川Ｒ４テフラは、約 200 万年前に玉川カルデラを噴出源とし噴出した広域テフラで

ある（町田・新井（2011）（５３））。 

鈴木・中山（2007）（６５）によれば、敷地周辺に玉川Ｒ４テフラの分布が示され、その

降灰年代は 2.0Ma と推定されるとしている。梅田他（1999）（４３）によれば、東北日本の

2Ma 以降の火山活動は、活動年代、噴出量、噴火様式、広域応力場変遷の観点から次の

3ステ－ジに区分される。 stage1（2Ma〜1Ma）では、弱圧縮応力場の環境下で大規模珪

長質火砕流の噴出が卓越したとされる。stage2（1Ma〜0.6Ma）では、強圧縮応力場の環
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境下で成層火山の活動が卓越したとされる。stage3（0.6Ma 以降）では、強圧縮応力場

におかれ、脊梁山脈全体で断層運動が活発化し、大規模珪長質火砕流、成層火山の活動

が共に認められ、マグマ噴出量が増大したとされる。 

現在の東北日本における火山活動は stage3に相当することに加え、高橋（1995）（６６）

によれば、大量の珪長質マグマを蓄積するには低地殻歪速度が必要であるとされる。 

以上のことから、試験研究炉の運用期間中における玉川Ｒ４テフラと同規模噴火の発

生可能性は十分に小さいと判断される。 

k．八甲田
は っ こう だ

国本
こくもと

テフラ（八甲田カルデラ） 

八甲田国本テフラは、約 76万年前に八甲田カルデラ（八甲田火山）を噴出源として噴

出した広域テフラである（町田・新井（2011）（５３））。 

気象庁編（2013）（４）によれば、八甲田火山は、南八甲田火山群、北八甲田火山群に区

分され、八甲田カルデラは北八甲田火山群の直下～北東に存在するとされている。中野

他（2013）（１）及び工藤他（2011）（６７）によれば、八甲田火山の活動を、南八甲田火山群、

八甲田カルデラ、北八甲田火山群の活動に区分し、このうち、八甲田カルデラにおいて

は、約 1Ma（八甲田中里川）、0.9Ma（八甲田黄瀬）、0.76Ma（八甲田第１期）、0.4Ma（八

甲田第２期）に大規模火砕流を噴出したとされている。八甲田火山は、110 万年前から

活動を開始し、南八甲田火山群及び八甲田カルデラの活動後、最近 30 万年間では、北

八甲田火山群のみの活動が継続している。八甲田国本テフラは八甲田カルデラの活動で

発生したものであり、現在は北八甲田火山群の活動である。 

以上のことから、試験研究炉の運用期間中における八甲田国本テフラと同規模噴火の

発生可能性は十分に小さいと判断される。 

l．大山
だいせん

倉吉
くらよし

テフラ（大山） 

大山倉吉テフラは、約 5.5万年前に大山を噴出源として噴出した広域テフラである（町

田・新井（2011）（５３））。 

守屋（1983）（６８）の日本の第四紀火山の地形発達過程に基づく分類によれば大山は最

終期である第４期とされる。また、米倉（2001）（６９）によれば、一般にこの第４期の噴

出量は第１期〜第３期と比べて少なく、数 km３とされる。 

また、山元（2014b）（３１）による活動履歴情報の整理に基づけば、約 40 万年前以降、

最も規模の大きな噴火は大山倉吉テフラ噴火であるが、これに至る活動間隔は、大山倉

吉テフラ噴火以降の経過期間に比べて十分に長い。 

ただし、数 km３以下の規模の噴火については、大山倉吉テフラ噴火以前もしくは以降

においても繰り返し発生している。また、Zhao et al.（2011）（７０）によれば、大山の

地下深部に広がる低速度層と、大山の西方地下で発生している低周波地震の存在から、

地下深部にはマグマ溜まりが存在している可能性が示唆される。保守的に、この低速度

層をマグマ溜まりとして評価した場合、その深度は 20km 以深に位置し、これは爆発的

噴火を引き起こす珪長質マグマの浮力中立点の深度 7km（東宮（1997）（７１））よりも深

い位置に相当する。 

以上のことから、試験研究炉の運用期間中における大山倉吉テフラと同規模噴火の発
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生可能性は十分に小さいと判断される。 

m．阿蘇
あ そ

４、阿蘇３テフラ（阿蘇カルデラ） 

阿蘇４テフラは約 8.5万年前～約 9万年前に、阿蘇３テフラは約 13万年前に、いずれ

も阿蘇カルデラを噴出源として噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）（５３））。 

Nagaoka（1988）（７２）に基づけば、現在の阿蘇カルデラの活動期は、最新の破局的噴火

（約 9万年前の阿蘇４テフラの噴出）以降、阿蘇山において草千里ヶ浜
く さ せ ん り が は ま

軽石等の多様な

噴火様式による小規模噴火が発生していることから、阿蘇山における後カルデラ噴火ス

テージの活動と考えられ、苦鉄質火山噴出物及び珪長質火山噴出物の給源火口の分布

（三好他（2005）（７３））から、地下に大規模な珪長質マグマ溜まりは存在していないと

考えられる。また、破局的噴火の最短の活動間隔（約 2万年）は、最新の破局的噴火か

らの経過期間（約 9万年）と比べて短い。 

以上のことから、試験研究炉の運用期間中における阿蘇４、阿蘇３テフラと同規模噴

火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

n．姶良
あ い ら

Ｔｎテフラ（姶良カルデラ） 

姶良Ｔｎテフラは、南九州の姶良カルデラを噴出源とし、約 2.8 万年前～約 3 万年前

に噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）（５３））。 

現在の姶良カルデラの活動期は、Nagaoka（1988）（７２）に基づけば、後カルデラ火山噴

火ステ－ジであると考えられる。また、破局的噴火の活動間隔（約 6万年以上）は、最

新の破局的噴火である約 3万年前の姶良Ｔｎテフラの噴出からの経過期間と比べ十分に

長く、現在は破局的噴火に先行して発生するプリニ－式噴火ステ－ジの兆候が認められ

ない。 

以上のことから、試験研究炉の運用期間中における、姶良Ｔｎテフラと同規模噴火の

可能性は十分に小さいと判断される。 

o．鬼界
き か い

アカホヤテフラ、鬼界
き か い

葛原
とずらはら

テフラ（鬼界カルデラ） 

鬼界アカホヤテフラは約 7,300年前に、鬼界葛原テフラは約 9.5 万年前に、いずれも

鬼界カルデラを噴出源として噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）（５３））。 

現在の鬼界カルデラの活動期は、Nagaoka（1988）（７２）に基づけば、後カルデラ火山噴

火ステ－ジ（薩摩
さ つ ま

硫黄
い お う

島
じま

）であると考えられる。また、鬼界カルデラにおける破局的噴

火の活動間隔は約 5 万年以上であり、最新の破局的噴火からの経過期間（約 0.7 万年）

に比べて十分長い。 

以上のことから、試験研究炉の運用期間中における鬼界アカホヤテフラ及び鬼界葛原

テフラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

(2) 噴出源が同定できない降下火砕物 

敷地周辺で確認された噴出源が同定できない降下火砕物は、 敷地から西北西に約 23kmの

茨城県笠間
か さ ま

市大古山
お お ごや ま

の涸沼
ひ ぬ ま

川沿いで確認される「涸
ひ

沼
ぬま

川
がわ

テフラ」（山元（2013a）（１１））の 1

つである。本テフラは見
み

和
わ

層下部のエスチュアリ－相泥質堆積物中に再堆積物として挟まれ

る層厚 15㎝の軽石質の粗粒火山灰であるとされている（山元（2013a）（１１））。また、涸沼川

テフラは敷地近傍においてその分布が認められないことから、敷地への影響は十分に小さい
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と判断される。 

(3) 設計上考慮する降下火砕物の層厚の検討 

文献調査結果から、敷地周辺で分布が推定される主な降下火砕物のうち、噴出源が同定で

き、試験研究炉の運用期間中における同規模の噴火の可能性のある降下火砕物として、高原

山を噴出源とする高原
たかはら

戸室山
と む ろや ま

２テフラ、男体・女峰火山群を噴出源とする男体今市
なんたいいまいち

テフラ、

男体七本桜
なんたいしちほんざくら

テフラ、赤城山を噴出源とする赤城鹿沼
あ か ぎ か ぬ ま

テフラ、赤城行川
あかぎなめかわ

２テフラ、赤城水沼
あかぎみずぬま

１

テフラ、赤城水沼２テフラ、赤城水沼８テフラ、赤城水沼９－１０テフラ、燧ケ岳を噴出源

とする燧ヶ岳七入テフラ、沼沢を噴出源とする沼沢芝原テフラ、榛名山を噴出源とする

榛名八崎
はるなはっさき

テフラ、四阿山
あずまやさん

を噴出源とする四阿
あずまや

菅平
すがだいら

２テフラが挙げられる。 

一方、噴出源が同定できない降下火砕物として、涸沼川テフラが認められる。 

これらの降下火砕物のうち、敷地周辺において層厚とその噴火規模が最も大きい降下火砕

物は赤城鹿沼テフラであり、設計上考慮する降下火砕物として詳細に検討を行った。 

ａ．降下火砕物の分布状況 

赤城鹿沼テフラの分布に関する以下の敷地周辺の層厚調査及び敷地内の地質調査の結果か

ら、赤城鹿沼テフラの敷地及び敷地近傍での層厚は約 35cm であるが、敷地周辺で最大 50cm

が確認され、保守性を考慮して 50cmと評価される。 

(a) 敷地周辺の層厚調査  

降下火砕物の等層厚線図から、敷地において最も層厚が大きい降下火砕物は赤城鹿沼テ

フラと判断される。その分布主軸は敷地の方向を向いており、「新編 火山灰アトラス」（町

田・新井（2011）（５３））によれば 10cm～40cm、山元（2013a）（１１）では 32cm～64cm の 32cm

等層厚線付近に位置する。山元（2013a）（１１）、茨城県自然博物館(2001) （７４）、茨城県自然

博物館（2007）（７５）及び敷地周辺の地質調査結果より敷地周辺の赤城鹿沼テフラの層厚を

調査したところ、敷地近傍で約 35 ㎝、敷地周辺で概ね 40cm 以下、敷地から噴出源方向に

約 10kmの地点で最大 50cmが確認される。（第 8.4－2図） 

(b) 敷地内の地質調査 

敷地での赤城鹿沼テフラの層厚を把握するため、地質調査を実施した。ボ－リング調査

において、ローム層中に黄褐色の軽石層が認められ、火山灰分析の結果、赤城鹿沼テフラ

に対比される。また、ボーリング調査による層厚は 25～30cm、露頭で層厚 30～35cmであり、

文献で示される層厚に整合している。（第 8.4－3図） 

ｂ．降下火砕物シミュレ－ション 

現在の気象条件での敷地における降下火砕物の層厚を検討するため、敷地周辺における

堆積厚さが最も大きい赤城鹿沼テフラの噴出源である赤城山を対象に降下火砕物シミュレ

－ションを行った。 

山元（2016）（３２）、高橋他（2012）（２８）、守屋（1979）（７６）によれば、赤城山の活動は約

50 万年前から溶岩と火砕物を主とした噴火様式の古期成層火山の活動から始まり、約 22

万年前の山体崩壊を境に、その後、新期成層火山の活動となっている。新期成層火山につ

いても 3 つの活動期に分けられ、赤城鹿沼テフラは現在の活動ステ－ジである後カルデラ

期に発生した降下火砕物であるとされる。現在の赤城山の活動ステ－ジにおいて最大規模
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の噴火による降下火砕物噴出は赤城鹿沼テフラであり、その噴出量は 2km３DRE（見かけ体

積 5km３）とされている（第 8.4－4図）。このことを踏まえ、解析条件の噴出量には見かけ

体積 5km３を設定した。主な解析条件については第 8.4－2表に示す。 

風向・風速は、気象庁が行っているラジオゾンデの定期観測データ（観測地点：館野
た て の

）

を用いて行った。 

月別平年解析の結果、1年を通じて偏西風の影響を受け、分布主軸が東から東北東に向く

傾向があり、敷地における降下火砕物の堆積厚さは 7月の 21時の風のケ－スで最大（約 12cm）

となる（第 8.4－5図）。さらに、層厚が最大となった 7月の 21時を基本ケ－スとして、噴

煙柱・風速・風向の 3つの要素について、不確かさに関する検討を行った（第 8.4－6図）。

その結果、風速の不確かさを考慮した場合が最大で層厚は約 22cmであり、敷地及び敷地周

辺の調査で確認された層厚を上回らない。  

(4) 設計上考慮する降下火砕物の層厚の設定 

上記を踏まえ、降下火砕物の分布状況及び降下火砕物シミュレ－ションによる検討結果か

ら総合的に判断し、設計上考慮する降下火砕物の層厚を保守的に 50㎝と設定する。 

 

8.4.1.2 密度に関する評価 

富田他（1994）（２５）によれば、笠間地区における赤城鹿沼テフラの密度は湿潤状態で 1.0g

／cm３、乾燥状態で 0.3g／cm３である。また、地質調査（土質試験）により赤城山から敷地ま

での距離とほぼ同一な距離における赤城鹿沼テフラの密度を確認した結果、湿潤密度で最大

約 1.1g／cm３、乾燥密度で最小約 0.3g／cm３であった（第 8.4－7図）。 

一方で、宇井編（1997）（２６）によれば、乾燥した火山灰は密度が 0.4 g／cm３～0.7 g／cm

３であるが、湿ると 1.2 g／cm３を超えることがあるとされている。 

以上のことから、湿潤密度は 1.5 g／cm３と設定する。 

 

8.4.2 火山性土石流、火山泥流及び洪水 

施設に影響を及ぼし得る 12 火山のうち、敷地から 120 ㎞の範囲内には高原山、那須岳、

男体・女峰火山群、日光白根山の 4火山が位置する。敷地は那珂
な か

川流域に位置し、上流域に

対象火山が存在する。 

文献調査の結果、那珂川に沿う瓜連
うりづら

丘陵に火山性土石流堆積物である粟河軽石が分布する

（坂本・宇野沢（1976）（７７））。しかしながら、那珂川の流下方向は敷地へ向かっていない。

また、那珂川と敷地の間には鹿島
か し ま

台地
だ い ち

が分布し敷地は台地上に位置する。（第 8.4－8 図）。

このことから、火山性土石流、火山泥流及び洪水が施設に影響を及ぼす可能性は十分に小さ

いと判断される。 

 

8.4.3 火山から発生する飛来物（噴石） 

施設に影響を及ぼし得る 12火山のうち、最も近いものでも敷地から約 98kmと十分離れて

いることから、火山から発生する飛来物が施設に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと判断

される。 
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8.4.4 火山ガス 

施設に影響を及ぼし得る 12火山のうち、最も近いものでも敷地から約 98kmと十分離れて

いること、敷地は太平洋に面する台地上に位置しており火山ガスが滞留する地形ではないこ

とから、火山ガスが施設に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと判断される。 

 

8.4.5 その他火山事象 

施設に影響を及ぼし得る 12火山のうち、最も近いものでも敷地から約 98kmと十分離れて

いること、敷地は火山フロントより前弧側（東方）に位置することから、津波及び静振、大

気現象、火山性地震とこれに関連する事象、熱水系及び地下水の異常について、施設に影響

を及ぼす可能性は十分に小さいと判断される。 
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カ
ル
デ
ラ
－
火
砕
流
，

溶
岩
ド
ー
ム

1
40
0

～
1
00
0

4
00

1
00
0

×
×

6
皇
海
山

1
18

複
成
火
山

1
60
0

～
9
00

7
00

9
00

×
×

7
二
岐
山

1
20

複
成
火
山
，

溶
岩
ド
ー
ム

1
40

～
9
0

5
0

9
0

×
×

8
日
光
白
根
山

1
20

溶
岩
流
及
び

小
型
楯
状
火
山
，
溶
岩
ド
ー
ム

2
0

～
2
0

A
D1
8
90

○
－

9
根
名
草
山

1
21

溶
岩
ド
ー
ム

3
00

－
3
00

×
×

1
0

錫
ヶ
岳

1
21

複
成
火
山
？

2
70
0

～
2
10
0

6
00

2
10
0

×
×

1
1

鬼
怒
沼

1
25

溶
岩
流
，
火
砕
流

24
0

－
2
40

×
×

1
2

赤
城
山

1
26

複
成
火
山
－
カ
ル
デ
ラ
，

溶
岩
ド
ー
ム

3
00

～
3
00

A
D1
2
51

○
-

1
3

四
郎
岳

1
26

複
成
火
山
？

2
20
0

－
2
20
0

×
×

1
4

沼
上
山

1
27

複
成
火
山

1
10
0

－
1
10
0

×
×

1
5

会
津
布
引
山

1
27

複
成
火
山

1
40
0

－
1
40
0

×
×

1
6

桧
和
田
カ
ル
デ
ラ

1
33

カ
ル
デ
ラ
－
火
砕
流
，

溶
岩
ド
ー
ム

3
00
0

～
2
60
0

4
00

2
60
0

×
×

第
8.
2－

1表
(1
)

地
理
的
領
域
内
の
第
四
紀
火
山
に
お
け
る
活
動
可
能
性

○
：
該
当

す
る

×
：
該

当
し
な

い
－
：
検
討

対
象
外

※
1，

2
火
山
名

，
火
山

の
形
式

は
中
野

他
（

20
13
）

(
1
)
に
基

づ
く
。

※
3

活
動

年
代
は

，
中
野

他
（

20
13
）

(
1
)
も

含
め
，
そ

れ
以
降

に
公
表

さ
れ
た

第
四
紀

火
山
に
関
す

る
デ
ー

タ
を
収

集
・
整

理
し
た

「
第
四
紀
噴

火
・
貫

入
岩
体

デ
ー
タ

ベ
ー
ス

」
（

西
来
他

（
20

16
）

(
2
)
）

を
基

本
に
し

て
評
価

し
た
。

※
4

大
真

名
子
山

，
女
峰

山
を
含

ん
だ
年

代
を
示
し
て

い
る
中

野
他
（

2
01

3
）

(
1
)
に
基

づ
き
評
価
し

た
。
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N
o.

火
山
名

※
1

敷
地
か
ら
の

距
離

(k
m
)

火
山
の
形
式

※
２

活
動
年
代

※
3

(千
年
前
)

全
活
動
期
間

(千
年
)

最
後
の
活
動
か
ら
の

期
間

（
千
年
前
）

施
設
に
影
響
を
及
ぼ
し
得
る
火
山

（
1
2
火
山
）

完
新
世
に
活
動

を
行
っ
た
火
山

（
10
火
山
）

将
来
の
活
動
可
能
性
が

否
定
で
き
な
い
火
山

（
2火

山
）

1
7

燧
ヶ
岳

1
36

複
成
火
山

1
60

～
1
60

A
D1
5
44

○
-

1
8

ア
ヤ
メ
平

1
36

複
成
火
山

1
60
0

－
1
60
0

×
×

1
9

上
州
武
尊
山

1
40

複
成
火
山

1
20
0

～
1
00
0

2
00

1
00
0

×
×

2
0

博
士
山

1
42

複
成
火
山

2
80
0

～
2
50
0

3
00

2
50
0

×
×

2
1

子
持
山

1
44

複
成
火
山
，
溶
岩
ド
ー
ム

9
00

～
2
00

7
00

2
00

×
○

2
2

奈
良
俣
カ
ル
デ
ラ

1
46

カ
ル
デ
ラ
－
火
砕
流

2
10
0

－
2
10
0

×
×

2
3

小
野
子
山

1
49

複
成
火
山

1
30
0

～
1
20
0

1
00

1
20
0

×
×

2
4

安
達
太
良
山

1
53

複
成
火
山
，
溶
岩
ド
ー
ム

5
50

～
5
50

A
D1
9
00

○
－

2
5

砂
子
原
カ
ル
デ
ラ

1
53

カ
ル
デ
ラ
，
溶
岩
ド
ー
ム

2
90

～
2
20

7
0

2
20

×
×

2
6

磐
梯
山

1
54

複
成
火
山

7
00

～
7
00

A
D1
8
88

○
-

2
7

榛
名
山

1
54

複
成
火
山
－
カ
ル
デ
ラ
，

溶
岩
ド
ー
ム
，
火
砕
丘

5
00

～
5
00

6世
紀
後
半
～

7世
紀
初
頭

○
-

2
8

笹
森
山

1
54

複
成
火
山
？

3
70
0

～
1
80
0

1
90
0

1
80
0

×
○

2
9

猫
魔
ヶ
岳

1
56

複
成
火
山

1
43
0

～
4
00

※
5

1
03
0

4
00

×
×

※
5

3
0

沼
沢

1
57

溶
岩
ド
ー
ム
，
カ
ル
デ
ラ

1
10

～
1
10

5
.4

○
-

○
：
該
当

す
る

×
：
該

当
し
な

い
－
：
検
討

対
象
外

※
1，

2
火
山
名

，
火
山

の
形
式

は
中
野

他
（

20
13
）

(
1
)
に
基

づ
く
。

※
3

活
動

年
代
は

，
中
野

他
（

20
13
）

(
1
)
も

含
め
，
そ

れ
以
降

に
公
表

さ
れ
た

第
四
紀

火
山
に
関
す

る
デ
ー

タ
を
収

集
・
整

理
し
た

「
第
四
紀
噴

火
・
貫

入
岩
体

デ
ー
タ

ベ
ー
ス

」
（

西
来
他

（
20

16
）

(
2
)
）

を
基

本
に
し

て
評
価

し
た
。

※
4

笹
森

山
起
源

の
火
砕

流
堆
積

物
の
フ

ィ
ッ
シ
ョ
ン

・
ト
ラ

ッ
ク
年

代
を
示

し
て
い

る
山
元
（

20
1
5
）

(
5
2
)
に
よ
る
。

※
5

活
動

休
止
期

間
が
明

確
に
記

さ
れ
る

知
見
で
あ
る

三
村
（

2
00

2
）

(
7
8
)
に
基
づ

き
，

最
後
の
活

動
か
ら

の
経
過

期
間
が

活
動
期

間
中
の
最
大

休
止
期

間
よ
り

も
長
い

と
み
な

せ
る
火
山
と

し
て
評

価
し
た

。

※
4

※
5

第
8.
2－

1表
(2
)

地
理
的
領
域
内
の
第
四
紀
火
山
に
お
け
る
活
動
可
能
性
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N
o.

火
山
名

敷
地
か
ら

の
距
離

（
k
m）

火
砕
物
密
度
流
（

1
60
km
）

溶
岩
流

岩
屑
な
だ
れ
，
地
す
べ
り
及
び
斜
面

崩
壊

（
5
0k
m）

新
し
い
火
口
の
開
口

地
殻
変
動

到
達
可
能
性
範
囲

（
k
m）

評
価
結
果

1
高
原
山

9
8

-
活
動
履
歴
上
，
噴
出
物
は
溶
岩
や
火
砕
物
が
主
で
あ

り
,火

砕
物
密
度
流
の
発
生
実
績
は
認
め
ら
れ
な
い
。

敷
地
と
火
山
の
距
離
か
ら

,施
設
に
影

響
を
及
ぼ
す
可
能
性
は
な
い
。

敷
地
は
,
火
山
フ
ロ
ン
ト
よ
り
前
弧

側
（
東
方
）
に
位
置
す
る
こ
と
，
敷

地
周
辺
で
は
火
成
活
動
は
確
認
さ
れ

て
い
な
い
こ
と
か
ら

,こ
の
事
象
が
試

験
研
究
炉
の
運
用
期
間
中
に
影
響
を

及
ぼ
す
可
能
性
は
十
分
に
小
さ
い
。

3
那
須
岳

1
08

約
1
7

敷
地
と
火
砕
物
密
度
流
の
到
達
可
能
性
範
囲
の
距
離

か
ら
，
敷
地
に
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
は
十
分
に
小

さ
い
。

4
男
体
・
女
峰

火
山
群

1
10

約
1
8

8
日
光
白
根
山

1
20

-
活
動
履
歴
上
，
噴
出
物
は
溶
岩
や
火
砕
物
が
主
で
あ

り
,火

砕
物
密
度
流
の
発
生
実
績
は
認
め
ら
れ
な
い
。

1
2

赤
城
山

1
26

約
2
4

敷
地
と
火
砕
物
密
度
流
の
到
達
可
能
性
範
囲
の
距
離

か
ら
，
施
設
に
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
は
十
分
に
小

さ
い
。

1
7

燧
ケ
岳

1
36

約
6

2
1

子
持
山

1
44

約
6

2
4

安
達
太
良
山

1
53

約
1
6

2
6

磐
梯
山

1
54

約
1
0

2
7

榛
名
山

1
54

約
2
3

2
8

笹
森
山

1
54

約
1
3

3
0

沼
沢

1
57

約
1
7

第
8
.
3
－
1表

設
計
対
応
不
可
能
な
火
山
事
象
と
そ
の
噴
出
物
の
敷
地
へ
の
到
達
可
能
性
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第8.4－1表(1) 降下火砕物の文献調査結果

敷地と
火山と
の距離

敷地及び敷地近傍で確認
される主な降下火砕物

記号
火山から

敷地への方向
（距離(ｋｍ)）

給源火山
試験研究炉の運用期間中の

同規模噴火の可能性
(○：あり，×：可能性は十分に小さい)

敷地の層厚

降下火砕
物の

噴火規模

（VEI）
※

半径
160km
内

高原戸室山2テフラ Tk-TM2
南東

（約98km）
高原山 ○ － 8㎝以下＊1 5

男体七本桜テフラ Nt-S
東南東

（約110km）
男体・女峰火山群 ○ －

0～20ｃｍ＊2 4

男体今市テフラ Nt-I 0～20ｃｍ＊2 4

満美穴テフラ Nk-Ma

東南東
（約110km）

男体・女峰火山群
× 女峰赤薙火山の活動で発生した降下火砕物であ

り、現在は男体山、三ツ岳火山の活動が継続

32㎝以下＊3 5

日光早乙女テフラ Nk-SO 16㎝以下＊3 4

日光行川テフラ Nk-NM 16㎝以下＊3 5

日光矢板テフラ Nk-YT 16㎝以下＊3 4

赤城鹿沼テフラ Ag-KP

東南東
（約126km）

赤城山 ○ －

32㎝〜64㎝＊1 5

赤城行川2テフラ Ag-NM2 4㎝以下＊1 4

赤城水沼1テフラ Ag-MzP1 5㎝〜20㎝＊2 4

赤城水沼2テフラ Ag-MzP2 4㎝以下＊1 4

赤城水沼8テフラ Ag-MzP8 8㎝以下＊1 4

赤城水沼9-10テフラ Ag-MzP9-10 16㎝以下＊1 4

燧ヶ岳七入テフラ Hu-NN
南東

（約136km）
燧ヶ岳 ○ － 8㎝以下＊3 5

沼沢芝原テフラ Nm-SB
南東

（約157km）
沼沢 ○ － 16㎝以下＊3 4

榛名八崎テフラ Hr-HP
東

（約154km）
榛名山 ○ － 0㎝〜10㎝＊2 4

鬼怒沼黒田原テフラ Kn-KD
東南東

（約125ｋｍ）
鬼怒沼 × 将来の活動可能性のない火山 16㎝以下＊3 5

*1：山元(2013a) (11)，*2：町田・新井(2011) (53)，*3：山元(2012) (9)，*4：大石(2009) (79)，*5：鈴木（2001）(80)

*6：Tamura et al(2008) (81)，*7：鈴木・早川(1990) (82)，*8：鈴木・中山(2007) (65)，*9：鈴木他(2001) (83)

*10：山元(2013b) (46)

※噴火規模(VEI)の定義は町田・新井(2011)(53)に基づく 試験研究炉の運用期間中の同規模噴火の可能性あり。

試験研究炉の運用期間中の同規模噴火の可能性が十分に小さい。
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敷地と
火山と
の距離

敷地及び敷地近傍で確認
される主な降下火砕物

記号
火山から

敷地への方向
（距離(ｋｍ)）

給源火山
試験研究炉の運用期間中の

同規模噴火の可能性
(○：あり，×：可能性は十分に小さい)

敷地の層厚

降下火砕
物の

噴火規模

（VEI）
※

半径
160km
外

真岡テフラ MoP
東南東

（約172km）
飯士山 × 将来の活動可能性のない火山 32㎝〜16㎝＊1 5

立川ローム上部
ガラス質テフラ

UG 東
（約183km）

浅間山 ×
仏岩期の活動で発生した降下火砕物であり、
現在は前掛火山の活動が継続

0㎝以上＊2 6

浅間板鼻黄色テフラ As-YP 0㎝以上＊2 5

四阿菅平2テフラ Azy-SgP2
東

（約194km）
四阿山 ○ － 0㎝以上＊4 5

箱根東京テフラ Hk-TP 北東
（約180km）

箱根火山群 ×
現在は溶岩ドームの活動が継続（顕著な降下
火砕物発生はない）

0㎝以上＊2 6

0cm以上＊2 5箱根吉沢下部7テフラ Hk-Klp7

飯縄上樽aテフラ In-Kta
東

（約223km）
飯縄山 × 現在は活動停止期が継続 0㎝以上＊5 ？

御岳第1テフラ On-Pm1
東北東

（約280km）
御嶽山 × 山頂付近における小規模の噴火活動が継続 10㎝〜0㎝＊2 6

谷口テフラ Tng
東

（約254km）
飛騨山脈
（爺ヶ岳）

× 将来の活動可能性のない火山
30㎝以下＊6 ？

大峰テフラ
(大峰-SK110)

Omn
(Omn-SK110)

10㎝以下＊6 6?

大町Apｍテフラ群 Tky-Ng1
東

（約265km）
飛騨山脈
（樅沢岳）

× 将来の活動可能性のない火山 0㎝以上＊7 6?

恵比須峠福田テフラ Ebs-Fkd
東

（約261km)
飛騨山脈
（穂高岳）

× 将来の活動可能性のない火山
約30㎝＊6 7?

丹生川テフラ
(穂高-Kd39)

Nyg
(Htk-Kd39)

20㎝〜10cm＊6 ？

貝塩上宝テフラ KMT
東

（約275km）
飛騨山脈
（上宝）

× 将来の活動可能性のない火山 0㎝以上*2 6?

玉川R4テフラ Tmg-R4
南

（約412km）
玉川カルデラ × 将来の活動可能性のない火山 0㎝以上＊8 6

八甲田1テフラ
(八甲田国本テフラ，

Ku1）
Hkd1

南
（約491km）

八甲田カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続 0㎝以上*9 ？

大山倉吉テフラ DKP
東北東

（約641km）
大山 × 数km3以下の噴火活動が継続 5㎝～0㎝＊2 6

阿蘇3テフラ Aso-3 東北東
（約943km）

阿蘇カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続
0㎝以上＊2 7

阿蘇4テフラ Aso-4 15㎝以下＊2 7

姶良Tnテフラ AT
東北東

（約1045km）
姶良カルデラ ×

現在は後カルデラ火山の活動が継続
20㎝〜10㎝＊2 7

鬼界アカホヤテフラ K-Ah 北東
（約1126km）

鬼界カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続
20㎝〜0㎝＊2 7

鬼界葛原テフラ K-Kz 5㎝〜2㎝＊2 7

噴出源
不明

涸沼川テフラ － － － － － (再堆積)*1,10 ―

第8.4－1表(2) 降下火砕物の文献調査結果

試験研究炉の運用期間中の同規模噴火の可能性あり。

試験研究炉の運用期間中の同規模噴火の可能性が十分に小さい。

※噴火規模(VEI)の定義は町田・新井(2011)(53)に基づく

*1：山元(2013a) (11)，*2：町田・新井(2011) (53)，*3：山元(2012) (9)，*4：大石(2009) (79)，*5：鈴木（2001）(80)

*6：Tamura et al(2008) (81)，*7：鈴木・早川(1990) (82)，*8：鈴木・中山(2007) (65)，*9：鈴木他(2001) (83)

*10：山元(2013b) (46)
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那須岳

伴・高岡(1995)（13）に基づき作成

約17Km

第8.3－2図 (1) 火砕物密度流の到達可能性範囲(那須岳)
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男体･女峰火山群

佐々木(1994)（18）, 山崎(1958)（86）に基づき作成

約18Km

第8.3－2図(2) 火砕物密度流の到達可能性範囲(男体・女峰火山群)
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赤城山

高橋他(2012)（28）に基づき作成

約24㎞

第8.3－2図(3) 火砕物密度流の到達可能性範囲(赤城山)
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燧ケ岳

早川他(1997）（35）に基づき作成

約6㎞

第8.3－2図(4) 火砕物密度流の到達可能性範囲(燧ケ岳)
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子持山

飯塚(1996)（49）に基づき作成

約6㎞

第8.3－2図 (5) 火砕物密度流の到達可能性範囲(子持山)
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安達太良山

山元・阪口(2000)（37）に基づき作成

約16㎞

第8.3－2図(6) 火砕物密度流の到達可能性範囲(安達太良山)
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磐梯山

山元(2011)（87）, 山元・須藤(1996)（88）, 小荒井他(1995)（89）に基づき作成
※葉山1火砕流は過去最大規模の噴火ではないが、到達距離としては最大であるため併記した

約10㎞

第8.3－2図(7) 火砕物密度流の到達可能性範囲(磐梯山)
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榛名山

大森編(1986)（23）, 早田(1989)（90）に基づき作成
※榛名二ッ岳-渋川火砕流堆積物（火砕サージを含む）は過去最大規模の噴火ではないが、
到達距離としては最大であるため併記した

約23㎞

第8.3－2図(8) 火砕物密度流の到達可能性範囲(榛名山)
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笹森山

山元(2015)（52）に基づき作成

約13㎞

第8.3－2図(9) 火砕物密度流の到達可能性範囲(笹森山)
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沼沢

山元(2003)（48）, 山元・長谷部(2014)（91）に基づき作成

約17㎞

第8.3－2図(10) 火砕物密度流の到達可能性範囲(沼沢)
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1.3.3 設備等 

  該当無し 
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２．HTTR 原子炉施設の 

外部からの衝撃による損傷防止（火山事象） 

（適合性説明資料（立地評価・影響評価を除く）） 
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2017年 8月 3日審査会合におけるコメント 

 

降下火砕物の荷重（降灰量：50cm、密度：1.5g/cm3）に建家が耐えることについて、評価の方法・考え方を

示すこと。 

＜回答＞ 

これまでに実施してきた降下火砕物の荷重に対する建家耐力の評価の流れを下記に示す。まずは、(1)の評

価方法により、常時作用する荷重に短期/長期の許容応力度の比 1.5 を用いて積載可能な火山灰荷重を算出

した。なお、本方法は材料強度から許容する火山灰荷重を算出するものではなく、簡易的且つ保守的に積載

可能な荷重を算出したものである。 

 (1)の評価方法で積載可能な火山灰荷重が想定する火山灰荷重を下回る箇所については、 (2)の評価方

法により、材料強度から算出する許容応力度を用いて許容する火山灰荷重を算出し、想定する火山灰の荷重

に耐える見通しを得ている。評価方法(1)及び(2)の評価方法及び評価イメージを添付に示す。 

なお、後段規制においては、下記と同様な流れで評価を行う。評価方法(2)については既計算書の応力・検

定比等を確認し、評価上厳しい箇所について詳細な評価を行い、これらの結果を整理し示すこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

 

評価方法（１） 

 

許容応力度の比から算出する積載可能な火山灰荷重 

（簡易的且つ保守的な評価） 

評価方法（２） 

 

材料強度から算出する許容する火山灰荷重 

＊積載可能な火山灰荷重（厚さ）が、想定する
火山灰荷重（50cm、密度 1.5g/cm3）を下回る箇
所 
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評価方法 (1)の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 常時作用する荷重 

（長期荷重） 

② 短期に積載可能な荷重 

（短期荷重） 

積載可能な火山灰荷重 

（火山灰厚さ相当） 

固定荷重（自重等）＋積載荷重 
の分布荷重 

① ×1.5（短期/長期の許容応

力度の比） ②－① 

添付 

(1)許容応力度の比から算出する積載可能な火山灰荷重 

      （簡易的且つ保守的な評価） 

部材の許容応力度（長期） 

積載可能な火山灰荷重 

常時作用する荷重 短期に積載可能な荷重 

① 

② 

（評価イメージ） 

固定荷重 

（自重等） 

積載荷重 

部材の許容応力度（短期） 
：長期の 1.5 倍 

固定荷重 

（自重等） 

積載荷重 

×1.5 倍 

（短期/長期の許容応力度の比） 

①  

コンクリート、鋼材の部材の許容応力度の差異によらず、常時作用する荷重に短期/

長期の許容応力度の比 1.5 を乗じた荷重を短期に積載可能な荷重として求め、その差

分を積載可能な火山灰荷重として評価した。なお、本評価方法は、材料強度から求める

許容する火山灰荷重を算出したものではなく簡易的且つ保守的な方法により、積載可能

な火山灰荷重を算出したものである。 

（評価方法） 
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 評価方法（2）の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)材料強度から算出する許容する火山灰荷重 
（評価方法） 

評価は部位及び部材毎に、既存の計算書を用いて常時作用する荷重に火山灰荷重を考慮した荷重の倍

率算定を行い、発生する応力を算定し、材料強度からの許容応力度と比較・判定して許容する火山灰荷重を

算出した。なお、本評価は静的評価で外力の増加割合を算出して部材応力が算定できる方法であり、弾性範

囲内で応力は荷重と比例関係にある。 

1.1 倍 

部材の許容応力度（長期） 

部材の許容応力度（短期） 

材料強度からの許容応力度（鋼材） 

許容する火山灰荷重 

（評価イメージ） 

固定荷重 

（自重等） 

積載荷重 

常時作用する 
荷重 

許容する火山灰荷重 
（厚さ）の評価 

応力算定 

ＯＫ 
判定 

許容応力度
*
/発生応力＜1 ＊鋼材の許容応力度の基準強度は、 H12 建設省告示

第 2464 号により、Ｆ値の 1.1 倍として設定 

既計算書の応力をα倍して算定 

倍率（α）算定 
既計算書の常時作用する荷重との倍率（α）算定 

α：（常時作用する荷重+火山灰荷重）/常時作用する荷重 

  

ＮＧ 

ｈ0 = 0 

END 

火山灰荷重（厚さ）の設定 
 hi+1＝hi +10 （cm） 

添付 
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2019 年 3 月 26 日審査会合コメント 

 

2019 年 5 月 22 日審査会合コメント 

原子炉停止の措置に関して、降灰予報には段階があることを踏まえ、どのような段階で原子炉停止

の判断をするのか具体的に説明すること。 

 

 

１．火山及び竜巻に対する防護の基本的考え方について 

HTTR では、平成 29 年 4 月 18 日の審査会合において、外部からの衝撃による損傷の防止に関す

る基本的考え方として、試験研究炉である HTTR は、実用炉と比較して潜在的リスク（エネルギー、

インベントリ、崩壊熱）、事故発生時の潜在的な影響の度合いに極めて大きな違いがあり、HTTR の

固有の安全特性と相まったグレーデッドアプローチを適用し、第 6 条の要求事項に適合するための

考え方を示した。 

発生頻度が極めて稀と考えられる火山及び竜巻に対しては、設備と運用による対策を組み合わせ、

安全確保上重要な原子炉の「停止」、「冷却」、「閉じ込め」及び「使用済燃料冷却」機能を損なわな

い設計とする。このため、火山や竜巻に対して防護する安全機能として、HTTR の固有の安全性を

考慮した、①原子炉の緊急停止機能、②放射性物質の閉じ込め機能（原子炉冷却材圧力バウンダリ

及び周辺公衆に過度の被ばくを与える可能性のある系統）、③それらに必要な監視機能、及び④使

用済燃料の貯蔵機能を抽出した上で、これらの安全機能を有する安全施設を防護対象施設として、

影響評価を行い、安全機能を損なわないよう設計する。 

火山及び竜巻に対しては、原子炉施設に影響が及ぶ前に原子炉の停止操作を講じるとともに、停

止後の状態及び使用済燃料冷却の状態を監視する。監視するために必要な電源は、火山防護施設で

ある直流電源設備の蓄電池から供給する設計とし、さらに蓄電池の枯渇後(60 分以降)は、可搬型計

器、可搬型発電機等を用いて、必要な監視を商用電源が復旧するまでの間継続して行う措置を講じ

る。 

防護対象施設以外の安全施設は、火山や竜巻による損傷を受けたとしても原子炉は安全に停止・

維持でき、また放射性物質の閉じ込め及び使用済燃料の貯蔵は確保できることから、火山や竜巻に

よる影響を評価する対象とせず、損傷した場合には代替措置や修復する等の対応により必要な機能

を確保する。 

次項に火山発生時における原子炉の事前停止及びその後の対応措置について述べる。 

 

２． 火山事象（降下火砕物）に対する対応 

 

降下火砕物に対する対応フローを図 1 に示す。 

（１）大洗研究所の対応 

①火山の噴火・降灰の確認及び監視 

大洗研究所では、公共放送、気象庁ホームページにより、火山の噴火及び降灰予報※１に係る

竜巻や火山による外部事象に対して、その発生を検知し事前に原子炉を停止することとしている

が、原子炉の停止手段、及び停止後の監視の手段について具体的に説明すること。 
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情報・監視を行い、火山情報を入手することとしている。 

 

②火山降灰警戒の発令 

火山の噴火情報を確認した場合には、降灰予報の状況等から、降灰の到達範囲内（「少量」、

「やや多量」、「多量」のいずれの場合においても）に大洗研究所の敷地が含まれ、降灰による

警戒が必要と判断した場合は、大洗研究所長は「火山降灰警戒」を発令し、大洗研究所内に周

知することとしている。また、大洗研究所の現地対策本部を設置し、降灰予報に係る情報収集

及び各施設対応状況の確認を行うこととしている。 

 

（２）HTTR 原子炉施設の対応 

①火山降灰警戒発令時の対応 

火山降灰警戒が発令された場合、原子炉運転中の時は、手動スクラムにより原子炉を停止す

る。また、HTTR において、降下火砕物の除去作業等に必要な要員を収集し、降下火砕物に対

応する体制を構築するとともに、巡視点検等により降灰の状況を監視する。さらに、建家に堆

積した降下火砕物を除去するために必要なスコップ、保護メガネ、防塵マスクを準備するとと

もに、商用電源の喪失に備え、停止後の原子炉の監視を行うために可搬型発電機、可搬型計器

等を準備する。可搬型発電機の保管場所を図 2 に示す。 

なお、給源火山（赤城山）から敷地までの距離は 126km であり、風速約 40m/s（堆積厚さ

が最大となるシミュレーション解析の最大風速）の条件で、約 50 分で火山灰が敷地まで移動

すると想定される。 

 

②敷地に降下火砕物の降灰が確認された場合の対応 

大洗研究所の敷地に降下火砕物の降灰が確認された場合は、原子炉建家内への降下火砕物の

侵入を防止するため、換気空調設備を停止する。降下火砕物の降灰が継続し原子炉施設に重大

な損傷を及ぼすおそれがあると判断した場合は、建家等の降下火砕物の除去を行う。 

 

③降下火砕物の降灰により商用電源等が喪失した場合の対応 

降下火砕物の降灰により商用電源が喪失し、さらに非常用発電機による電力供給を行なわい

場合でも、原子炉を停止した後は、HTTR 固有の安全特性により、炉心は自然に冷却されると

ともに、原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性は維持され、原子炉は安全に停止・維持が可能

である。このため、降灰による商用電源喪失時等においては、補助冷却設備等への動力源とし

ての電源供給は不要であり、蓄電池からの供給により停止後に必要な監視を継続して行う。ま

た、第 42 条（全交流動力電源喪失）に係る対応措置を行うことで、蓄電池の枯渇後（60 分以

降）についても、原子炉停止後に必要な監視を可搬型計器、可搬型発電機等により継続する。

蓄電池の枯渇後に必要な監視項目は、以下に示す第 42 条に係る監視項目と同様であり、可搬

型計器、可搬型発電機等による監視体系は蓄電池枯渇前までに構築する。 

 

１）炉心冷却機能及び原子炉冷却材圧力バウンダリの閉じ込め機能の監視 

原子炉圧力容器上鏡温度及び補助冷却器出口ヘリウム圧力 
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２）使用済燃料貯蔵プールの貯蔵機能の監視 

使用済燃料貯蔵プール水位 

 

※1：「降灰予報」とは、火山の噴火後に、どこに、どれだけの量（「少量」、「やや多量」、「多量」の 3

段階に区分）の火山灰が降るかについて、気象庁がホームページなどで示す詳細な情報 
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火山降灰警戒発令（降灰の到達範囲内に大洗研究所の敷地

が含まれる情報を確認し、降灰による警戒が必要と判断し

た場合）時 

（所） 

・大洗研究所の現地対策本部設置 

・大洗研究所内への周知 

・施設の措置状況確認、情報収集 

（HTTR） 

・原子炉の停止（手動スクラム）、崩壊熱除去の実施 

・必要な要員の招集、体制の構築 

・巡視点検等により降灰状況を監視 

・資機材準備（降下火砕物の除去資機材、可搬型計器、

可搬型発電機等） 

敷地において降灰が確認された場合 

（HTTR） 

・換気空調設備の停止 

降灰により商用電源等が喪失した場合 

（HTTR） 

・原子炉建家・使用済燃料貯蔵建家の屋根の除去 

降灰が継続 

（HTTR） 

・蓄電池による停止後の監視継続（60 分以内） 

・可搬型計器等による監視（60 分以降） 

火山の噴火・降灰の確認 

（所） 

・火山の噴火・降灰予報に係る情報収集 

図 1 降下火砕物に対する対応フロー 
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図 2 可搬型発電機の保管場所 

 

 

 

 

 

2019 年 5 月 22 日審査会合コメント 

可搬型発電機を用いた監視について、必要な要員、分散している保管場所からの移動、接続箇所、

ケーブル敷設ルートを考慮しても蓄電池の枯渇前に電源供給が可能であることを説明すること。ま

た、中性子束の監視が必要であるかを説明すること。 

 

2019 年 3 月 26 日審査会合コメントのうち、第 28 条、30 条、42 条、47 条、51 条の質問回答

資料にて説明する。 

 

 

  

HTTR原子炉施設
原子炉
建家

建設
管理棟

N

機械棟

可搬型発電機保管場所

可搬型発電機保管場所
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コメント事項 

可搬電源接続の成立性について、まとめ資料の説明に加えること。（作業要員、タイムチャー

ト、配置、アクセスルート、連続運転可能時間と給油時間、休日・夜間の対応、特定施設運転

員の位置づけ） 

【回答】 

火山及び竜巻の影響によって全交流電源が喪失した場合の対応は、本体施設運転員 5 名及び特定施設

運転員 3 名の合計 8 名並びに運転班以外の事故対応要員で対応する。なお、休日・夜間の事故対応要員

は、緊急呼び出し装置により参集され、約 1 時間後には対応に加わることが可能である。 

表 1 に本体施設運転員と特定施設運転員*のみで対応した場合のタイムテーブル、図 1 に可搬型発電

機の運搬ルート概略図、図 2 にケーブルの敷設ルート概略図を示す。下表に示す通り、全交流電源が喪

失してから 40 分以内に可搬型の計器等を用いたパラメータ監視の開始が可能である。なお、可搬型発

電機は燃料タンク約 15L を有しており 10 時間以上の連続運転が可能であり、適宜給油（給油時間：5

分程度）を行い必要な電力を可搬型の計器等に供給し監視を継続する。 

*特定施設運転員：電気設備、換気空調設備、補機冷却水設備等のユーティリティの運転員で、原子炉

施設本体の運転は行わない。 

 

表 1 本体施設運転員と特定施設運転員のみで対応した場合のタイムテーブル 

 

※原子炉運転中は、本体施設運転員及び特定施設運転員合計 8 名が 24 時間体制で

運転操作・監視を行う。 

本体：本体施設運転員 

特定：特定施設運転員 

 

 

 

 

図 1 可搬型発電機の運搬ルート概略図  

原子炉建家

建設
管理棟

軽油/油脂倉庫可搬型発電機/機械棟可搬型発電機/物置
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図２ ケーブルの敷設ルート概略図  

核物質防護情報が含まれているため公開できません。 
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コメント事項 

可搬電源（ディーゼル）の排気はどのように処置しているのか、作業員への悪影響はないのか、

まとめ資料で説明すること。 

コメント事項 

可搬電源（ディーゼル）は扉開口部を開けて使用するとしているが、降灰時に降下火砕物の流

入はないのか、まとめ資料で説明すること。 

【回答】 

可搬型発電機は原子炉建家内に搬入し、屋外との間の扉近傍で使用することとしている。排気ガスは、

排気ダクトを用いて屋外に導き排出する。また、降下火砕物の原子炉建家内への流入については、扉開

口部をシートで覆い降下火砕物の流入を抑制し、少量の流入は適宜除灰することで対応する。 

（下図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 可搬型発電機の排気ガス排出及び降下火砕物流入抑制のイメージ 

 

 

 

コメント事項 

可搬電源の燃料は油脂倉庫に保管することにしているが、自然現象からの防護設計をどの

ようにしているかまとめ資料で説明すること。 

【回答】 

可搬型発電機の燃料として用いる軽油は、油脂倉庫に７日間連続運転できる量（約 250L）を保管す

る。また、可搬型発電機は燃料タンク約 15L を有しており 10 時間以上の連続運転が可能である。 

万一、油脂倉庫が損壊して同倉庫内の軽油が使用できない場合は、保管時に充填されている燃料が消

費される前に、大洗研究所内の他施設から融通する、或いは外部調達する等して必要な燃料を確保する。 

核物質防護情報が含まれているため公開できません。 


